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☆働きやすい職場環境づくり
　「企業の社会的責任（ＣＳＲ）」を果
たすとともに「あらゆる差別の撤廃と
人権教育の推進」に邁進しましょう。

地球に優しい企業人の皆様へ
“�あなたにもできる。
　  ライフスタイルの見直しで、
　　　１人１日１kgのCO2 削減”

「続・現場力の維持と強化  ～生産性向上・働き方改革・経営品質～」

令 和 元 年 度 経 営 セ ミ ナ ー

　本会では、県内外の企業経営者の方からご講演いただく
「経営セミナー」という研修を開催しています。８月に本会
のホームページ上で詳細なカリキュラム及び受講料等をご
案内いたしますので、ご興味のある企業様はホームページ
をご覧の上、お申し込みください。

　「令和」が幕を開けた。政府の景気判断は、「輸出や生産の一部に弱さもみられるが、緩やかに
回復している」とし、好景気が続いているという判断をまだ崩していません。しかし、足もとで
エスカレートしてきている米中貿易戦争は、当事国のみならず世界経済全体にとって大きなリス
クであり、日本経済の各種統計は明らかな息切れを示し始めました。
　また、労働力不足を背景に入管難民法が改正され、外国人労働者の新たな在留資格が創設され
るなど時代の変革期を迎え、生産性向上の促進、成長分野への展開など、持続可能な新たな時代
に向けた取り組みが必要とされます。
　このような中、時代に対応した生産現場とするため、最新デジタルツール（IoT、AI、ロボッ
トなど）の導入による生産性向上、重要な経営資源である人材が不足する中で幅広い年齢層（シ
ルバーなど）の人材活用、製品のみならず経営全体の品質を高める活動をすることで永続的な企
業の存続を目指す動きがあります。
　今年度は、昨年度に引き続き、将来に向けて強い生産現場を目指すことを中心テーマとした全
８回（予定）の講座を開催し、参加される皆様の生産技術の向上と経営資源の強化に役立てるこ
とを目的としています。

　全８講座（予定）に年間会員登録をいただき、各講座の詳細を逐次ご案内します。講座毎のお
申し込みはできませんのでご了承ください。各講座の出欠はご随意です。

長野県中小企業団体中央会　　http://www.alps.or.jp
　連携支援部　　TEL（026）228-1171　　FAX（026）228-1184
　東信事務所　　TEL（0268）24-1788　　FAX（0268）25-3258
　中信事務所　　TEL（0263）32-0477　　FAX（0263）32-7299
　南信事務所　　TEL（0266）78-4030　　FAX（0266）58-6670
　飯 田 分 室　　TEL（0265）24-7088　　FAX（0265）24-5734

　□開催にあたって

　□開催方法

　□お申し込み・お問い合わせ先

会員の皆様からの
お申し込みを

お待ちしています。
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２	 特集
	 �「信州屋根ソーラー
　　　　ポテンシャルマップ」公開開始！
６	 中央会インフォメーション
９	 全中インフォメーション
10	 好機逸すべからず
	 松代金属株式会社（長野市）
	 楯木工製作所（南木曽町）
12	 市町村のイチオシ！
　　飯山市
13	 弁護士の話
	 「保証に関する見直し（２）」

長和町

飯山市

〈表紙写真〉小沼箒（おぬまほうき）を後世へ
　小沼箒は飯山市常盤の小沼地区で明治時代から作られ、平成
31年３月に長野県伝統的工芸品に指定されました。後継者不足
により地元生産者による「小沼箒生産組合」が解散し、伝統の
灯は消えかかりましたが、小沼箒を後世に伝えたいと地元住民
有志が集まり、平成30年５月に「小沼ぼうきを守ろう会」（現・
小沼ほうき振興会）を発足し、技術を伝承していこうと活動し
ています。
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　�　太陽光発電・太陽熱利用を推進するための新たな取組として、このたび屋根ソーラーのポテンシャ
ルを「見える化」した『信州屋根ソーラーポテンシャルマップ』を作成し、本年６月から東信・南信(一
部を除く)を公開しました。
　�　この『信州屋根ソーラーポテンシャルマップ』は、Ｗebサイト上で、住宅や事業所等建物ごとの太
陽光発電・太陽熱利用のポテンシャルを閲覧できる仕組みで、マップ上の建物をクリックすると、地
域の日照時間、屋根の面積・傾斜などに応じてシミュレーションした値がその建物屋根のポテンシャ
ルとして表示されます。
　�　この『信州屋根ソーラーポテンシャルマップ』でご自宅、事業所等の屋根ポテンシャルをチェック
して、太陽光発電・太陽熱利用の設備の導入をご検討いただき、太陽エネルギーを活用しましょう。

　

　対象地域　第Ⅰ期公開 ： 東信・南信（一部※を除く）６月10日から公開
　　　　　　　　　　　　 ※小諸市、南牧村、南相木村、軽井沢町、御代田町、青木村、中川村、宮田村
　　　　　　第Ⅱ期公開 ： 北信・中信及び東信・南信の一部は年末公開に向けて調整中

　建物ごとに表示されるポテンシャル

　　・太陽光発電・太陽熱利用設備の適合度…「赤色：最適」、「黄色：適」
　　・屋根面積に対して設置可能な設備規模、年間予想発電量・集熱量
　　・年間の電気・ガス等の節約金額　など
　　・補助金等の支援や設置相談先の企業の情報、その他シミュレーション等のサポートページ

　　
　�　県では、豊かな自然環境・生活環境を守りつつ、地球温暖化防止や地域経済創出を進めるため、建
物屋根での太陽光発電・太陽熱利用を促進しています。また、昨年度より太陽光関係や経済団体を始
めとする関係業界の皆様との連携を進めています。各組合、事業者様におかれましてもこの『信州屋
根ソーラーポテンシャルマップ』をご活用いただき、自社やご自宅での太陽エネルギーの導入や、関
連事業を手掛ける方は事業展開にご利用いただき、長野県全体で太陽エネルギーの利用拡大につなが
るようご理解とご協力をお願いします。 

特集　平成26年度  通常総代会「信州屋根ソーラー
ポテンシャルマップ」公開開始！

各事業所などでも太陽光発電・太陽熱利用のご活用を！

特
集

○信州屋根ソーラーポテンシャルマップとは？ 

太陽光発電・太陽熱利用を推進するための新たな取組として、このたび屋根ソーラーのポテンシャルを

「見える化」した『信州屋根ソーラーポテンシャルマップ』を作成し、本年６月から東信・南信 一部を

除く を公開しました。

この『信州屋根ソーラーポテンシャルマップ』は、 サイト上で、住宅や事業所等建物ごとの太陽光

発電・太陽熱利用のポテンシャルを閲覧できる仕組みで、マップ上の建物をクリックすると、地域の日照

時間、屋根の面積・傾斜などに応じてシミュレーションした値がその建物屋根のポテンシャルとして表示

されます。

この『信州屋根ソーラーポテンシャルマップ』でご自宅、事業所等の屋根ポテンシャルをチェックして、

太陽光発電・太陽熱利用の設備の導入を御検討いただき、太陽エネルギーを活用しましょう。

信州屋根で検索！ 掲載ＵＲＬ：

対象地域

第Ⅰ期公開 ： 東信・南信 一部※を除く ６月 日から公開

※小諸市、南相木村、北相木村、軽井沢町、御代田町、中川村、宮田村

第Ⅱ期公開 ： 北信：中信及び東信・南信の一部は年末公開に向けて調整中

建物ごとに表示されるポテンシャル

・太陽光発電・太陽熱利用設備の適合度…「赤色：最適」、「黄色：適」

・屋根面積に対して設置可能な設備規模、年間予想発電量・集熱量

・年間の電気・ガスなどの節約金額 等

・補助金等の支援や設置相談先の業の情報、その他シミュレーション等のサポートページ

○「信州の屋根ソーラー普及事業」 

県では、豊かな自然環境・生活環境を守りつつ、地球温暖化防止や地域経済創出を進めるため、建物屋

根での太陽光発電・太陽熱利用促進しています。昨年度より太陽光関係や経済団体を始めとする関係業界

の皆様との連携を進めています。各組合、事業者様におかれましてもこの『信州屋根ソーラーポテンシャ

ルマップ』を御活用いただき、自社での太陽エネルギーの導入や、関連事業を手掛ける方は事業展開に御

利用いただき、長野県全体で太陽エネルギーの利用拡大につながるよう御理解と御協力をお願いします。

「信州屋根ソーラーポテンシャルマップ」公開開始！

各事業所などでも太陽光発電・太陽熱利用のご活用を！

【展開イメージ】

信州の屋根ソーラー普及事業b b

信州屋根ソーラーポテンシャルマップとは？b b

検索信州屋根 掲載URL：https://www.sonicweb-asp.jp/nagano_solar-map/
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― 地方創生は連携による地域力アップと強力な発信 ―

　　　　　　　建物ごとにポテンシャルがわかる

　

　　　　　　　利用可能な補助金情報のほか、相談先（地域の設置業者）などを掲載

「信州屋根ソーラーポテンシャルマップ」の表示内容（例）

○ポイント１： 建物ごとにポテンシャルがわかる 

○ポイント２： 利用可能な補助金情報のほか、相談先（地域の設置業者）などを掲載 

太陽光発電
業者

太陽熱利用
業者

専門家

金融機関

「信州屋根ソーラーポテンシャルマップ」の表示内容（例）

○ポイント１： 建物ごとにポテンシャルがわかる 

○ポイント２： 利用可能な補助金情報のほか、相談先（地域の設置業者）などを掲載 

太陽光発電
業者

太陽熱利用
業者

専門家

金融機関

ポイント１

ポイント２

　　　「信州屋根ソーラーポテンシャルマップ」の表示内容（例）b b

○○ ○○○
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特集　「信州屋根ソーラーポテンシャルマップ」公開開始！

　長野県では、2018年３月に策定した「しあわせ信州創造プラン2.0」の中で、８つの重点目標
のひとつに『再生可能エネルギー自給率向上』を掲げました。県が再生可能エネルギーを推進す
る理由は、地球温暖化対策はもとより、燃料代として地域外に資金流出しているものを再生可能
エネルギーや省エネルギーの地域内投資にまわして、地域経済活性化を図っていくことも重要と
考えているためです。
 　再生可能エネルギー自給率（県
内の再生可能エネルギー設備で生み
出されるエネルギー量／県内で消費
されるエネルギー量）の数値目標は、
2015年度時点8.0％を2020年度に
12.9％にすることです。また、もう
ひとつの数値目標として、発電設備
容量でみるエネルギー自給率（県内
の最大電力需要に対する県内の再生
可能エネルギー発電設備容量の割
合）を2016年度時点91.0％から2020
年度124.3％に高めることを目指し
ています。
　長野県は全国的にも日照時間が長く、発電効率の良い冷涼な気候であるため、再生可能エネル
ギーの中でも全国有数の太陽光発電の適地となっています。これまで、固定価格買取制度（FIT）
などにより、県内でも太陽光発電が進んできました。県では、県有施設の屋根貸しによる太陽光
発電導入（おひさまBUN・SUNメガソーラープロジェクト）や、新築建物での自然エネルギー
導入検討義務化（長野県地球温暖化対策条例に基づく自然エネルギー導入検討制度）などを実施
することで導入を促進してきました。
　一方で、県内の太陽光発電の導入状況をみると、例えば住宅では約１割程度の状況です（住宅
用太陽光発電導入件数約７万件／約80万世帯）。事業所や工場でも太陽光発電を導入されている
ところが増えているものの、まだ普及の途上にあると考えています。
　固定価格買取制度（FIT）の売電単価が低下する中で、太陽光の時代は終わり？と誤解されが
ちですが、これまでの売電を主目的とするものから、自家消費型へのシフトといった転換も始まっ
ており、太陽光はこれからが本番であるといえます。
　また、太陽エネルギーは、発電だけでなく「熱利用」もあります。給湯やお風呂など熱を利用
する場合には、「熱は熱で」使った方がエネルギー効率がよいです。また太陽光発電に比べて狭
い面積でも設備設置が可能であり、建物のエネルギー使用状況などに応じて、熱利用も進めてい
きます。
　県としては、世の中の動向を見据えながら、県民・県内事業者それぞれが「地球環境への貢献」
の意識を持ちつつ、「電気代等光熱費の削減」につながったり、「災害時（停電時）に非常用電源
として活用」できるといったメリットを感じていただいて再生可能エネルギーの利用を進めてい
ただきたいと考えています。

なぜ再生可能エネルギー『屋根ソーラー』を推進するのか？

エネルギー自給率の目標と実績

年度目標
（自給率＝消費エネルギー量に相当する自然エネルギーが県内でどれだけ生み出されるか）

長野県のエネルギー自給率の推移（エネルギー消費量でみるケース）

ポイントは、自然エネルギーと省エネルギーのセット推進

最終エネルギー消費量

自然エネルギー

コラム
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　長野県電機商業組合では、長野県が取り組む様々な環境施策に協力しています。環境課題に取り組む
組合の北原國人理事長にお話をお聞きしました。

　長野県電機商業組合は、県内で電気機械器具の小売業を営む地域電器店“まちのでんきやさん”によっ
て組織されています。家電量販店の進出やネットショッピング等の普及により、地域電器店にとっては
厳しい経営環境が続いていますが、組合には300を超える事業者が加入しています。組合では、各種委員
会を設置し、情報共有や技術研修等を通じて、地域電器店の担うべき役割について研修を重ねています。

　2012年、FIT制度（再生可能エネルギーの固定価格買取制度）が開始しました。この制度により、一
般家庭へのソーラーパネルの設置が加速することになりました。
　環境負荷軽減の必要性を感じていた組合の北原理事長は、FIT制度が始まった際に、一般家庭へのソー
ラーパネルの普及は今後の地域電器店が担うべき役割であると感じたそうです。ソーラーパネル等の太
陽光発電の設備は売りっぱなしにできない商品です。設備の保守・点検などお客様と付き合いが長く続
くことから責任あるサービスを提供する必要があります。親身になって相談にのれるのは“まちのでん
きやさん”にしかできないことであると考え、全国電商連が主催する「スマートライフコンシェルジュ」
という太陽光発電や自然エネルギーなどの知識を身に付け“まちのでんきやさん”の質を向上させる認
定制度の推進にも取り組んでいます。

　信州屋根ソーラーポテンシャルマップの運用や省エネ対策など、長野県が進める様々な環境施策は県
民にCO2の削減やエネルギー問題に対して関心を寄せるきっかけとなります。特に長野県は太陽光発電に
適している地域であることから、一般家庭での太陽光発電の普及に組合として取り組んでいく考えです。

　地球上で今後生活していくうえでは、太陽光発電などCO2を排出しないクリーンなエネルギーを使用す
ることが必要不可欠です。FIT制度が転換期を迎えた今、北原理事長は家庭で使用する電力は、家庭で発
電する「電気の自産自消」を提唱し、取り組みを進めて
います。
　また、北原理事長が営む株式会社キタノヤ電器は、６
月に新店舗へ移転しました。その新店舗の屋根には
58kWhを発電するソーラーパネルをのせ、蓄電池も設置
しています。これには、地震などの緊急時にも太陽光発
電によって明かりがつき、地域の憩いの場となるように
との願いが込められています。
　HEMSの導入による家庭での消費電力の管理や省エネ
家電への買い替えなど、一人ひとりがCO2の削減を意識
することが大切であると北原理事長は話されました。

― 地方創生は連携による地域力アップと強力な発信 ―

　長野県電機商業組合とは

　“まちのでんきやさん”が担う役割

　長野県の環境施策への協力

　今後の展望

新店舗の前で写る北原理事長
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中 央 会 シ ョ ンイ ン フ ォ メ ー

令和元年 信州「働き方改革共同宣言」を発表
　５月24日、長野市「長野県庁会見場」にて、長野県内の経済４
団体、労働団体、長野労働局、長野県が共同で「働き方改革共
同宣言」を発表し、中央会から唐沢政彦会長が参加されました。
　この共同宣言は、働き方改革が県内産業や企業の持続的な発
展のために不可欠であるとの認識のもと、特に５つの事項につ
いて県内企業への周知・浸透を図ることを目的として宣言する
ものです。

　中央会でも、この宣言に基づき中小企業団体への周知、支援を進めてまいります。

連携大学での学内就職面接会を開催
　６月12日、長野市「清泉女学院大学」にて
地域中小企業人材確保等支援事業として連
携大学内での就職面接会を開催しました。
　中小企業の人材不足が続く中、公立諏訪
東京理科大学、清泉女学院大学、長野大学、
松本大学の県内４つの大学と連携し、中小
企業の人材確保に資するため本会会員を対
象に学内就職面接会を開催しています。
　企業の採用活動では学生が優位に立つ
「売り手市場」が続いていますが、清泉女学
院大学では短大生を含め50名を超える学生に参加いただきました。
　参加いただいた学生の方からは、地域の企業を知る機会となり視野が広がったことや話を
聞きやすい雰囲気を評価する意見など好意的な意見が多く寄せられました。
　５月には、公立諏訪東京理科大学での企業説明会を開催。対象を４年生に限らず、全学年
に広げたことで、就職活動を始める前の学生にも地域の企業をアピールする機会となり、今
後就職活動を始める前に地域の優良企業へも学生の視野が広がることが期待されています。
　７月に長野大学、８月に松本大学でも就職面接会の実施が決定しており、順次開催してま
いります。

令和元年　信州「働き方改革」共同宣言
１�　新たな法制度に基づいて時間外・休日労働の縮減を図るとともに、36協定が必要となる場合
には適正な内容での締結を徹底する。
２�　年次有給休暇について年５日の確実な取得を図るなど、計画的かつ積極的な取得を進める。
３�　ライフステージに応じた働きやすい職場環境づくりを進め、積極的に女性のキャリアアップを促
進する。
４�　非正規労働者の一層の活躍促進のため、雇用形態にかかわらない公正な待遇の確保、不
都合な待遇差の解消に取り組む。
５　短時間制社員制度などの多様な働き方を導入する。

共同宣言を読み上げる唐沢会長

清泉女学院大学内での就職面接会の様子
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中 央 会 シ ョ ンイ ン フ ォ メ ー

「はばたく中小企業・小規模事業者300社」に選定
～株式会社ミナミサワ～

　６月４日、中小企業庁が選定する「はばたく中小企業・小規模事業者300社2019」に株式会
社ミナミサワ（長野市）が選出され、授賞式が行われました。
　「はばたく中小企業・小規模事業者300社」は経営資源の有効活用等による生産性向上や海
外などでの需要獲得など様々な分野で活躍するとともに地域経済の活性化を牽引し、他の模
範となる中小企業・小規模事業者を中小企業庁が選定するものです。
　同社は自動水栓の専門メーカーとして活躍しており、独自に開発した「後付け式」の自動水
栓シリーズは、導入のしやすさから病院や公共施設など様々な
施設で活用されています。
　「後付け」商品のため１個から販売可能なように、少量多品種
生産に対応した体制を「ものづくり補助金」を活用して構築する
とともに、注文から３日間で納品できる短納期化を実現しました。
　短納期化の実現は、製品のセンサー、バルブ、電子部品等の
ほとんどを外部に発注することで半製品化、ユニット化を図っ
て対応しました。また、主要製品である自動水栓の製造部品の
うち、約80％は長野県内の企業に部品の発注をするなど、県内
企業との連携も図っています。
　南澤宏一代表取締役社長は「この選定を励みに、今後もオープ
ンな職場づくりや生産性の向上に取り組んでいきたい」と話され
ました。 賞状を持つ南澤社長

中小企業庁が選ぶ「はばたく商店街30選」に選定
～海野町商店街振興組合～

　６月４日、中小企業庁が選定する「はばたく商店街30選2019」に海野町商店街振興組合（上田

市）が長野県内の商店街で唯一選出され、授賞式が行われました。

　海野町商店街は、地域と人々の交流を創るために商店街の役割を「買い物の場」「交流の場｣	

「地域発信の場｣と位置づけ、「そこに住み、そこに働く人々が、いきいきと暮らせる商店街」を

コンセプトに街づくりを進めてきました。

　地元大学と市・商工会議所・商店街が参加するワークショッ

プを開催し、既存事業・イベントのあり方を見直し学生目線

で中心市街地のあり方を考え、住民・外部団体との連携によ

る街の賑わい創出や地域住民と来訪者の交流の場、癒しの空

間を形成しています。

　柳島隆二理事長は「商店街はここ２～３年新規事業の取り組

みで新しい風が吹き始めています。地域交流を軸とした人だ

まりの場・コミュニケーションの場としてコミュニティショッ

プ『CoReeeWa（コレイーワ）』を設置する等、人々の集う快適な

暮らしを提案し続ける」と今後の展開を語られました。
賞状・楯と共に柳島理事長
（提供・東信ジャーナル社）
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中 央 会 シ ョ ンイ ン フ ォ メ ー

ながの地域くだものまるごと商談会
　ながの地域で生産された果物やその加工品を対象に、果物の栽培農家等と実需者との商

談・交流の機会を提供することにより、新たな販路開拓や商品開発を通じた果物の消費拡大

を図ります。

　□主　　催：長野県長野地域振興局　ながの地域くだものまるごと商談会実行委員会
　□開催日時：令和元年９月24日（火）11時30分～14時30分
　□会　　場：THE SAIHOKUKAN HOTEL ２階　大宴会場（住所：長野市県町528-1）
　□出品対象：ながの地域で栽培された果物やその加工品
　　　　　　　　�生果（生食用・加工用・贈答用）、加工品（ジャム、ジュース、ジュレ、ドレッ

シングほか）

　□参加対象：売り手　�ながの地域で果物を栽培する者、ながの地域の果物を使用した加工
品を製造・販売する者

　　　　　　　買い手　�製造、卸、小売、製菓、宿泊業など、ながの地域の果物やその加工

品の活用が見込める者

　□募集締切：売り手　令和元年７月26日（金）
　　　　　　　買い手　令和元年８月16日（金）

　□参 加 費：売り手　3,000円　・　買い手　無料
　□申し込み方�法：ながの地域くだものまるごと商談会「売り手参加申込書」または「買い手

参加申込書」によりFAXまたはE-mailによりお申し込みください。

　また、売り手の参加者向けに商談会事前研修会の開催（９月２日（月））も予定しております。

こちらも是非ご参加ください。

　　

　　

■ながの地域くだものまるごと商談会ホームページ
　https://www.pref.nagano.lg.jp/nagachi/nagachi-shokan/2019kudamono.html

■お問合せ先・お申し込み先
　長野県長野地域振興局農政課農村振興係　担当：小山

　TEL：026-234-9592（直通）／FAX：026-234-9513

　E-mail ： nagachi-nosei@pref.nagano.lg.jp

その他詳細について

下記のホームページをご覧いただくか、もしくは担当者までお問合せください。

長野県PRキャラクター「アルクマ」
©長野県アルクマ
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全 中 シ ョ ンイ ン フ ォ メ ー

●�晝田岡山県中央会会長、参議院において参考人として意見陳述
　５月23日、晝田眞三岡山県中小企業団体中央会会長

（協同組合ウイングバレイ理事長）は、参議院経済産業

委員会に国会参考人として出席し、「中小企業の事業活

動の継続に資するための中小企業等経営強化法等の一

部を改正する法律案」（中小企業強靭化法案）について、

平成30年度西日本豪雨による自社の大きな被災を踏ま

えて、サプライチェーンの強靭化の重要性、工場団地

における面的連携、遠隔地間の組合間連携など連携事

業継続強化の必要性等について意見陳述しました。

　同法は、５月29日の参議院本会議において可決、成立し、６月５日に公布されました。

●�髙橋専務理事、自由民主党「最低賃金一元化推進議員連盟」に
　おいて意見陳述
　５月29日、髙橋専務理事は、自由民主党「最低賃金一

元化推進議員連盟」総会に出席し、産業分野別等最低賃

金全国一律化について、中小企業の生産性向上による

果実の再投資や賃金引上げおよび取引の適正化に向け

た支援が重要であり、地域中小企業の実情を踏まえ、

最低賃金を全国で統一すべきとの意見に反対を表明す

るとともに、現行の最低賃金制度は基本的に維持すべきとの意見陳述を行いました。

●�大村会長、軽減税率対応・キャッシュレス化 総決起大会に
　おいて決意表明
　６月４日、「軽減税率対応・キャッシュレス化 総決

起大会」が東京国際フォーラム（東京都千代田区）におい

て世耕弘成経済産業大臣の出席のもと、大村全国中央

会会長、三村日本商工会議所会頭、村越全国商工会連

合会理事、山田全国商店街振興組合連合会副理事長等

が出席して開催されました。

　大村会長からは、軽減税率制度への対応と人手不足

の緩和、生産性の向上を図るキャッシュレス化の推進に一層取り組んでいく旨の決意表明

をしました。

意見陳述する晝田岡山県中央会会長

意見陳述する髙橋専務理事

決意表明する大村会長

^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^

^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^
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「ものづくり補助金」採択企業を訪ねて vol.139好機逸す
べからず

キャッシュドロアでグローバル展開。
その技術ノウハウを活かして成長分野を目指す。
国内外主要メーカーから高く評価

　小売店や飲食店
など、その場でお
客からお金の支払
いを受ける事業者
になくてはならな
いのがレジスター。
商品の販売額を計
算、記録する機器
で、本体とともに
売上金を収納する
引き出し（キャッシュドロア）が一体化しています。
　松代金属はキャッシュドロアを中心にプレス・
板金・組立を一貫して手がけ、国内はもとよりグ
ローバルな市場で高い実績を誇ります。
　「1945年創業当初は小型カメラを製造し輸出も
していたようですが、ほどなくしてキャッシュド
ロアにシフトしました」と芳川真一社長。現在、
キャッシュドロアで国内３～４割のシェアを誇り、
国内向けと海外向けがほぼ半々。海外はアメリカ
を中心に展開し、大手チェーン店でも使われてい
ます。
　同社はかつて主要取引先だった大手メーカーか
ら海外進出を要請された際、諸事情から固辞した
結果、取引がなくなるという困難も経験。そんな
中でも、さまざまな仕様にきめ細かく対応できる
技術力と、社会情勢や環境変化にいち早く応える
対応力による高品質な製品づくりで、国内外主要
メーカー各社から高く評価され信頼を集めていま
す。

高齢者・障害者の雇用にも力を入れる

　悩みは小さい部品の加工中に事故が発生する危
険性があること。芳川社長は「安全と社員の熟練

度は比例する。特に
小さい精密部品は熟
練工でないと難し
い」と打ち明けます。
　同社では平成27
年度ものづくり補助
金を活用し、曲げ工

程にロボットを導
入。作業スピード
は熟練工にかなわ
ないものの、安全の確保を実現し、結果的に増産
にもつながりました。このようなIoTと蓄積して
きた曲げ加工ノウハウを融合させたスマートファ
クトリーの実現により、キャッシュドロアをさら
に極めつつ、医療や航空機産業などの成長分野に
も積極的に技術を活かしていこうと考えています。
　同社では以前から高齢者・障害者の雇用に力を
入れ、若い社員に混じって高齢者や障害者の活躍
が目立ちます。「技術ノウハウの継承を図るとと
もに、ロボット導入による作業平準化を進めるこ
とで、高齢者、障害者の活躍の場がさらに広がる
と期待しています」と芳川社長。今後定年の引き

上げ、それ以降の
無期の継続雇用も
検討しながら、高
齢者、障害者を含
む社員一人ひとり
が安心して働ける
環境づくりを目指
しています。

松代金属株式会社（長野市）

松代金属株式会社
代　　表　代表取締役社長　芳川真一
創　　業　1945（昭和20）年2月
資 本 金　1,000万円
従業員数　42名
本　　社　長野市松代町西寺尾1368
　　　　　TEL.026-278-2224　FAX.026-278-9257
事業内容　�キャッシュドロアの製造・販売・輸出、プ

レス金型の整備及び製造・販売、プレス・
板金部品、電気部品などの製造販売・輸出
入業務

曲げ工程に導入したロボット

熟練工が手作業で

高齢者・障害者も活躍する社内

多種多様なキャッシュドロア製品
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「ものづくり補助金」採択企業を訪ねて vol.140好機逸す
べからず

技を継承しつつ、時代の流れに対応

　昔からヒノキは高
級な建築用木材とし
て知られています。
その中でも、木曽ヒ
ノキは、別格の存在
として伊勢神宮の遷
宮にも用いられてき
ました。冬の寒さが厳しい木曽谷で長い年月をか
けて育ったヒノキは、年輪が詰まっており、とて
も良質で希少性があります。楯木工製作所は、地
元の木曽ヒノキにこだわり、独創性豊かなものづ
くりを展開しています。
　林業に携わる人が多い木曽谷の地で、先代は「曲
げわっぱ」と称される、円筒形の米びつや弁当箱
などの器を手がけ、昭和23年に創業しました。薄
いヒノキの板をしなやかに曲げるのは職人の技。
このような伝統の技を大切にしながらも、同社は、
時代のニーズを捉えた様々なものづくりに挑戦し
てきました。
　最初の転機は、昭和40年代のエレキ・ブームで
した。当時、バンドで使うドラムの需要も非常に
高まり、同社は「曲げわっぱ」の技術をドラムづ
くりに活かしたところ、受注が相次ぎました。さ
らにオーディオ・ブームが訪れると、伝統的な
組
くみこ

子の技術をスピーカーグリルに活用しました。
釘を一切使わず、小さくて薄い木片のパーツを一
つずつ手作業で組み合わせてつくる伝統工芸「組
子細工」。その繊細な模様は、ベトナム戦争で疲
弊した在日米軍兵の心を癒やします。彼らがその
スピーカーをアメリカに持ち帰り、やがて世界中
のオーディオファンから支持されるようになりま
した。そしてバブル期、住宅建築ブームで高級な
和室が注目され始めると、同社は和室の組子欄間
を手がけ、市場からの期待に応えました。
　
日本の伝統工芸を世界へ発信

　「いま組子細工をはじめ伝統工芸の世界は職人
が高齢化して、どこも若手がいなくて困っていま
す」と楯高男代表。平成28年度ものづくり補助金
でレーザー加工機を導入した背景にも、この技術

承継の課題がありまし
た。実際に導入し、熟
練工の技の一部が代替
されるとともに、新た
な可能性も確認できた
そうです。同社の後継
者であり、導入担当の
楯敏彦氏は次のように
語ります。
　「組子細工の柄を一瞬でくり抜いたり、繊細な
透かし模様を入れたり、レーザーにしかできない
デザイン加工があります。当社に本物の職人の技
があるからこそ、機械の技との組み合わせが生き
る、と思いました」。
　実例として、サッカーボール型のペンダントラ
イトを見せてくれました。五角形と六角形を組み
上げるのは熟練の技ですが、それら多角形の枠の
中の模様を組子細工にしたり、板のレーザー加工
にしたり、製品の選択肢の幅をデザイン的にも価
格的にも広げたそうです。
　「当社の伝統工芸の技術は、差別化が必要な施
設関係者や個人のお客様から求められています。
特に近年は海外からの問合せも多く、実は外国人
旅行者向けのお土産も企画中です。もっとオリジ

ナル製品の種類を増やし
て、世界に発信していき
たいですね」。若き後継
者を中心にした、伝統の
枠を越えたものづくり
に、これからも注目です。

楯木工製作所（南木曽町）

本物の職人の技とレーザー加工の技を融合、
木曽ヒノキや伝統工芸の魅力を世界へアピール。

伝統と最新の技を融合　ペンダントライト

楯木工製作所
代　　表　楯 高男
創　　業　1948（昭和23）年
従業員数　4名
本　　社　木曽郡南木曽町読書3291-2
　　　　　TEL.0264-57-2300　FAX.0264-57-3321
事業内容　�木製建具、家具、木工製品、組子製品の製造、

販売

ショールーム内の建具サンプル

レーザーで加工した組子細工の模様

レーザー加工機
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信州ならではの特色ある市町村のイチオシをご紹介します。

飯山市章
（昭和29年8月1日制定）

Iiyama City

飯山市
市町村の

イチオシ！

第16回

飯山グッドビジネス

　　１日１グループ限定、
　　　　　　　　一棟貸しの古民家

ようこそふるさとサイクリングツアー

　「IIYAMA Good Business」は、飯山を元気にした
いと願う企業やそれを応援する人々が飯山に集い、
飯山市の地域課題をビジネス手法で解決することに
より、飯山市の未来を切り拓こうという取り組みで
す。
　この取り組みは、長野県立大学と2018年９月に包
括協定を締結し、長野県立大学ソーシャル・イノベー
ション創出センター（CSI）の協力を得る中で進め
ています。

　飯山市瑞穂地区にある小さな山あいの集落「小
こすげ

菅」
にある「小菅の里 七

ななほしあん

星庵」は、築約200年の古民家
を、造形を大切に残し、都市部や海外のお客さまに
も心地よく過ごしていただけるようリノベーション
した宿泊施設です。
　日本有数の豪雪地帯で、日本古来の里山の風景、
信仰、文化を色濃く残す四季折々の小菅の里の景観
は、国の重要文化的景観の指定を受けています。
　七星庵での滞在は、豊かな時間をお過ごしいただ
けるよう、一棟まるごと。大切なご家族やお仲間と、
心ゆくまでおくつろぎいただけます。
〈問い合わせ〉小菅の里　七星庵
　　　　　　  TEL：080-8850-5679

　飯山駅１Fにあるアウトドア専門インフォメー
ションセンター「信越自然郷アクティビティセン
ター」では、ふるさと飯山の暮らしと地元の人にふ
れるサイクリングツアーを開催しています。
　飯山駅発着で、山並みを望む千曲川沿いの堤防道、
飯山城址や寺まちをサイクリングし、新たな発見や
ひととの出会いが待っています。英語でのガイドも
可能で、海外からのお客様にも人気のツアーです。

〈問い合わせ〉信越自然郷アクティビティセンター　TEL：0269-62-7001

飯山市長
足立　正則

豊かな自然環境、農産物、人情豊
かな人柄などに魅力を感じ、海外
を含む多くの方が飯山を訪れてく
れています。飯山の資源を見つめ、
この地域で一人ひとりが思い描い
た魅力的なライフスタイルが叶う
まちづくりを目指します。
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１　はじめに
　�　前回のコラムでは、民法（債権関係）の重要な改正点の
うち、保証に関する見直しを取り上げ、改正法が施行され
る2020年４月１日以降に保証契約を締結する場合につい
て、具体的な手順や注意点が紹介されました。
　�　保証に関する見直しは、前回のコラムで取り上げた保証
契約成立の場面における問題のほか、主債務と保証債務と
の間の調整の問題、保証債務履行後の求償の問題等多岐に
わたっています。
　�　今回のコラムでは、保証に関する見直しのうち、実務へ
の影響があるものとして、情報提供義務、保証債務につい
て生じた事由の主債務への影響を中心に取り上げたいと思
います。

２　主債務者の履行状況に関する情報提供義務
　�　保証人にとって、主債務者（お金を借りた本人の意味で
す。）が弁済を怠り遅延損害金が日々生じている状況にあ
ることや、主債務の残額がいくらになっているかといった
支払状況に関する情報は、自分の保証責任の内容に関わる
重要な情報です。
　�　改正前民法では、保証人に対する情報提供を債権者に義
務付ける規定はありませんでした。そのため、保証人は、
自ら債権者に問い合わせ、債権者が任意に情報開示に応じ
ることはありましたが、他方、主債務者の支払状況等に関
する情報は、財産的信用に関わる情報であって、守秘義務
や個人情報保護に反するおそれがあるとして、法律上の根
拠なく情報提供をすることは躊躇するとの指摘もありまし
た。
　�　そこで、改正民法では、保証人が主債務者の委託を受け
て保証をした場合、保証人の請求があったときは、債権者
は、保証人に対し、遅滞なく、主債務の元本及び利息、違
約金、損害賠償その他その債務に従たる全てのものについ
ての不履行の有無並びにこれらの残額及びそのうち弁済期
が到来しているものの額に関する情報を提供しなければな
らないと規定されました（改正民法458条の２）。これに
より、保証人は、主債務者の支払状況等の履行状況を債権
者に確認することができるようになり、それが法的な権利
として認められることとなります。
　�　債権者が、この義務を怠り、保証人が損害を被ったとき
は、保証人は、債権者に対して、生じた損害の賠償を請求
することができるとされています。
　�　尚、この情報提供義務を負う債権者は、法人や事業者に
限られず、個人の債権者も含まれます。また、この規定の
趣旨は、個人保証人の保護に尽きるものではないため、法
人が保証人である場合にも適用されますので注意が必要で
す。

３�　主債務者が期限の利益を喪失した場合の情報提供義務
　�　主債務者が支払を怠ると、日々発生する遅延損害金に

よって保証人の責任が増大し、特に、主債務者が分割弁済
の利益（「期限の利益」といいます。）を喪失し、保証した
債務の全額について弁済期が到来した場合には、発生する
遅延損害金の額が当初の想定以上に多額となり、個人であ
る保証人にとっては、その負担が大きなものとなります。
　�　保証人が、早期に、主債務者の期限の利益喪失の事実を
知ることができれば、保証人は、主たる債務の支払を代わ
りにすることで、多額の遅延損害金の発生を防ぐことが可
能ですが、改正前民法にはそのような規定はありませんで
したし、そのような情報を保証人は当然には知ることはで
きませんでした。
　�　そこで、改正民法では、個人保証人を保護する観点から、
主債務者が期限の利益を喪失した場合には、債権者は、保
証人に対し、その利益の喪失を知ったときから２箇月以内
にその旨を保証人に通知しなければならず、その通知をし
なかったときは、保証人に対し、期限の利益を喪失したと
きから通知を現にするまでに生じた遅延損害金を請求する
ことができないとしました（改正民法458条の３）。この
規定は、保証人が個人である場合を対象としており、法人
の保証人を対象としていません（改正民法458条の３、３
項）。
　�　他方、前述のとおり、情報提供義務を負う債権者は、法
人や事業主に限られず、個人の債権者も含まれますし、対
象となる保証契約も事業のために負担する保証に限られな
い等注意が必要です。
　�　尚、改正の審議においては、保証人の保護という観点か
ら、主債務者が期限の利益を喪失した場合であっても、保
証人との関係では、期限の利益を付与するという方策も議
論されましたが見送られ、最終的には、上記のとおり、遅
延損害金の請求が認められないという規定となりました。

４　保証債務について生じた事由の主債務への影響
　�　改正前民法458条は、連帯債務に関する改正前民法434
条を準用し、連帯保証人について生じた事由は、原則とし
て、主債務者に対してはその効力を生じないとした上で、
履行の請求等については、主債務者に対してもその効力を
生ずるとしていました。そのため、例えば、債権者が連帯
保証人に対して時効中断のために訴訟提起等の履行の請求
をした場合、主債務の時効中断事由となるとされていまし
た（絶対的効力）。
　�　しかし、改正民法では、連帯保証人への履行の請求があっ
たことを主債務者が当然には知らずに不測の損害を被るお
それがある等の理由から、改正前民法434条は削除され、
連帯保証人に対する履行の請求は主債務者に対してその効
力を生じない（相対的効力）とされ、債権者及び主債務者
が別段の意思を表示していた場合には、連帯保証人に生じ
た事由の主債務者に対する効力はその意思に従うとされま
した（改正民法458条、改正民法441条）。
　�　このように、履行の請求について、改正前後で結果が異
なることとなります。債権者の立場からは、連帯保証人に
対する履行の請求の効力が主債務者に及ぶという特約を、
債権者と主債務者との間で（消費貸借契約書等の契約条項
として）合意しておく等注意が必要です。

５　おわりに
　�　以上は、保証に関する見直しのうち、実務への影響があ
ると思われるものを中心に取り上げましたが、そのほかに
も、改正前民法の解釈を明文化した規定等、保証に関する
規定の見直しは複雑となっています。そのため、専門家の
助言を得る等して、契約書の見直しを含む今後の具体的な
対応について、早めの対策を行っておくことが求められま
す。

保証に関する見直し
（２）

弁護士　山　崎　秀　隆（松本市）

弁護士の話
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令和元年度業務改善助成金のご案内

助成金の
概要

助成金の
概要

申　請　先

お問い合わせ先

ご留意いただきたい事項

概　　要

『業務改善助成⾦』は、中小企業・小規模事業者の生産性向上を支援することで、
「事業場内最低賃金（事業場内で最も低い賃金）」の引上げを図るための制度です。

事業場内最低賃金を30円以上引き上げ、
設備投資（機械設備、POSシステム等の導入）などを行った場合に、
その費用の一部を助成します。

住　所：長野市中御所1-22-1
電　話：026-223-0560
ＦＡＸ：026-227-0126

住　所：長野市大字中御所字岡田131-10
　　　　（長野県中小企業団体中央会 内）
電　話：0800-800-3028
ＵＲＬ：http://www.alps.or.jp/

【受付時間】 9:00～17:00（土・日・祝日を除く）

◆過年度に業務改善助成金を受給したことのある事業場であっても、助成対象となります。
◆「人材育成・教育訓練費」「経営コンサルティング経費」も設備投資などに含まれるため、助成対象となります。

◆長野労働局  雇用環境・均等室

◆長野働き方改革推進支援センター

（※）�ここでいう「生産性」とは、企業の決算書類から算出した、労働者１人当たりの付加価値をいいます。助成金の支給申請時の直近の
決算書類に基づく生産性と、その３年度前の決算書類に基づく生産性を比較し、伸び率が一定水準を超えている場合等に、加算し
て支給されます。

コース 引き上げる
労働者数 助成上限額 助成対象事業場 助成率

30円コース
（800円未満）

１〜３⼈ 50万円　 事業場内最低賃金800円未満の事業場
かつ

事業場内最低賃金と地域別最低賃金の
差額が30円以内

及び
事業場規模30人以下の事業場

４／５

生産性要件を
満たした場合は

   ９／10（※）

４〜６⼈ 70万円　

７人以上 100万円　

30円コース

１〜３⼈ 50万円　
事業場内最低賃金と地域別最低賃金の

差額が30円以内
及び

事業場規模30人以下の事業場

３／４

生産性要件を
満たした場合は

   ４／５（※）

４〜６⼈ 70万円　

７人以上 100万円　
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長期成長保証「つなぐ」
概　　　　　　要

ご 利 用
いただける方

直近決算において次の（１）または（２）のいずれか１項目および（３）または（４）のいずれか１項目を
満たす方
　（１）自己資本比率が15％以上
　（２）純資産倍率が1.5倍以上
　（３）使用総資本事業利益率が５％以上
　（４）インタレスト・カバレッジ・レーシオが1.0倍以上

保 証 金 額 １億円以内
保 証 期 間 ２年以上７年以内
返 済 方 法 一括返済または分割返済

信用保証料 年0.35％～1.80％
※通常より0.10％低い保証料率でご利用いただけます

貸 付 利 率 金融機関所定の利率
連帯保証人 原則として法人の代表者を除き不要
担 保 必要に応じてご相談

添 付 書 類 所定の申込書類の他、「申込人資格要件等確認書」
※書式は当協会ホームページ（金融機関専用書式ダウンロードページ）に掲載しています

そ の 他

申込人に対しこの保証による融資を行う金融機関は次の項目を満たすこと
　（１）申込人と与信取引が３年以上あること
　（２�）申込人の直近の決算時点における金融機関からの借入金残高に対し、３割以上の残高を占める融

資を行っていること

最長７年一括返済も可能な長期安定資金
により、中小企業の皆さまのさらなる事業
の成長・発展を応援します。

詳細については、お近くの信用保証協会窓口までお問い合わせください。

〒380-0838 長野市南長野県町597-5

ホームページ　https://www.nagano-cgc.or.jp
E-mail　hosyo@nagano-cgc.or.jp
　　0120-34-7680
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☆働きやすい職場環境づくり
　「企業の社会的責任（ＣＳＲ）」を果
たすとともに「あらゆる差別の撤廃と
人権教育の推進」に邁進しましょう。

地球に優しい企業人の皆様へ
“�あなたにもできる。
　  ライフスタイルの見直しで、
　　　１人１日１kgのCO2 削減”

「続・現場力の維持と強化  ～生産性向上・働き方改革・経営品質～」

令 和 元 年 度 経 営 セ ミ ナ ー

　本会では、県内外の企業経営者の方からご講演いただく
「経営セミナー」という研修を開催しています。８月に本会
のホームページ上で詳細なカリキュラム及び受講料等をご
案内いたしますので、ご興味のある企業様はホームページ
をご覧の上、お申し込みください。

　「令和」が幕を開けた。政府の景気判断は、「輸出や生産の一部に弱さもみられるが、緩やかに
回復している」とし、好景気が続いているという判断をまだ崩していません。しかし、足もとで
エスカレートしてきている米中貿易戦争は、当事国のみならず世界経済全体にとって大きなリス
クであり、日本経済の各種統計は明らかな息切れを示し始めました。
　また、労働力不足を背景に入管難民法が改正され、外国人労働者の新たな在留資格が創設され
るなど時代の変革期を迎え、生産性向上の促進、成長分野への展開など、持続可能な新たな時代
に向けた取り組みが必要とされます。
　このような中、時代に対応した生産現場とするため、最新デジタルツール（IoT、AI、ロボッ
トなど）の導入による生産性向上、重要な経営資源である人材が不足する中で幅広い年齢層（シ
ルバーなど）の人材活用、製品のみならず経営全体の品質を高める活動をすることで永続的な企
業の存続を目指す動きがあります。
　今年度は、昨年度に引き続き、将来に向けて強い生産現場を目指すことを中心テーマとした全
８回（予定）の講座を開催し、参加される皆様の生産技術の向上と経営資源の強化に役立てるこ
とを目的としています。

　全８講座（予定）に年間会員登録をいただき、各講座の詳細を逐次ご案内します。講座毎のお
申し込みはできませんのでご了承ください。各講座の出欠はご随意です。

長野県中小企業団体中央会　　http://www.alps.or.jp
　連携支援部　　TEL（026）228-1171　　FAX（026）228-1184
　東信事務所　　TEL（0268）24-1788　　FAX（0268）25-3258
　中信事務所　　TEL（0263）32-0477　　FAX（0263）32-7299
　南信事務所　　TEL（0266）78-4030　　FAX（0266）58-6670
　飯 田 分 室　　TEL（0265）24-7088　　FAX（0265）24-5734

　□開催にあたって

　□開催方法

　□お申し込み・お問い合わせ先

会員の皆様からの
お申し込みを

お待ちしています。
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